
浜田市建築基準法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

令和 7 年 3 月 31 日 

 

 浜田市長 久保田 章 市 

 

浜田市規則第 24 号 

 

 

  



浜田市建築基準法施行細則の一部を改正する規則 

 

浜田市建築基準法施行細則（平成 17 年浜田市規則第 187 号）の一部を次の

ように改正する。 

第 2 条ただし書中「宅地造成等規制法」を「宅地造成及び特定盛土等規制

法」に、「第 8 条第 1 項」を「第 12 条第 1 項又は第 30 条第 1 項」に改める。 

第 3 条第 1 項中「建築主事」の次に「又は建築副主事（以下「建築主事等」

という。）」を加え、同条第 2 項中「建築主事」を「建築主事等」に改める。 

第 4 条第 1 項中「建築主事」を「建築主事等」に改める。 

第 5 条中「当該建築物」を「当該建築物等」に、「建築主事」を「建築主事

等又は確認済証を交付した指定確認検査機関」に改め、同条に次の 1 項を加

える。 

2  指定確認検査機関は、前項の工事取りやめ届を受理したときは、速やか

にその旨を市長に報告しなければならない。 

第 6 条第 2 項中「確認又は完了検査申請手数料」を「確認申請若しくは通

知に対する審査手数料又は完了検査申請若しくは完了通知に対する検査手数

料（以下「完了検査等手数料」という。）」に、「確認又は完了検査申請書」を

「確認申請書若しくは計画通知書又は完了検査申請書若しくは工事完了通知

書」に改め、同項ただし書中「完了検査申請手数料」を「完了検査等手数料」

に改め、「申請書」の次に「又は計画通知書」を加え、「建築主事」を「建築

主事等」に改め、同条に次の 1 項を加える。 

3  前項の規定は、中間検査申請又は通知に対する検査手数料（以下「中間

検査等手数料」という。）の減額を受けようとする者について準用する。こ

の場合において、同項中「確認申請若しくは通知に対する審査手数料又は

完了検査申請若しくは完了通知に対する検査手数料（以下「完了検査等手

数料」という。）」とあるのは「中間検査等手数料」と、「確認申請書若しく

は計画通知書又は完了検査申請書若しくは工事完了通知書」とあるのは

「中間検査申請書又は特定工程工事終了通知書」と、同項ただし書中「完

了検査等手数料」とあるのは「中間検査等手数料」と読み替えるものとす

る。 

第 6 条の次に次の 1 条を加える。 

（仮使用の認定の申請書の提出部数） 

第 6 条の 2 省令第 4 条の 16 第 1 項又は第 2 項に規定する仮使用の認定の申

請書は、正本 1 通及び副本 2 通を提出しなければならない。 



第 7 条第 1 項中「建築主事」を「建築主事等又は確認を受ける指定確認検

査機関」に改め、同条第 2 項及び第 3 項中「建築主事」を「建築主事等又は

確認申請をした指定確認検査機関」に改め、同条に次の 1 項を加える。 

4  指定確認検査機関は、第 1 項第 2 号若しくは第 3 号、第 2 項又は前項の

報告書を受理したときは、速やかにその旨を市長に報告しなければならな

い。 

第 8 条中「（市町村が」を「並びに建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律（平成 27 年法律第 53 号）第 10 条第 1 項の規定により建築物エ

ネルギー消費性能基準に適合させなければならない建築物で確認済証の交付

をうけたもの（いずれも市町村が」に、「工事監理状況報告書」を「工事監理

状況報告書・省エネ基準工事監理状況報告書」に、「建築主事」を「建築主事

等又は指定確認検査機関」に改め、同条に次の 1 号を加える。 

⑹ 断熱工事（建築物エネルギー消費性能基準に適合させなければならな

い建築物における断熱材の設置又は施工に関するものに限る。） 

第 11 条第 1 項に次の 2 号を加える。 

⑷ 敷地面積求積図（面積の求積に必要な敷地の寸法及び算式を明示する

こと。） 

⑸ 建築面積及び床面積求積図（各面積の求積に必要な建築物の各部分の

寸法及び算式を明示すること。） 

第 11 条第 4 項中「第 5 条」を「第 5 条第 1 項」に、「これらの規定中「建

築主事」」を「第 3 条第 1 項中「建築主事又は建築副主事（以下「建築主事

等」という。）」とあり、同条第 2 項及び第 4 条第 1 項中「建築主事等」とあ

り、並びに第 5 条第 1 項中「建築主事等又は確認済証を交付した指定確認検

査機関」」に改める。 

第 12 条第 1 項第 1 号イ中「道の種類、位置、幅員、敷地と接している部分

の長さ及び敷地との高低差」を「道、通路その他の空地の配置（道及び通路

にあっては位置、延長及び幅員並びに敷地と接している部分及びその長さ）」

に改め、同号エを次のように改める。 

エ 2 面以上の立面図（縮尺、開口部の位置及び構造並びに延焼のおそ

れのある部分の外壁及び軒裏の構造を明示すること。） 

第 12 条第 1 項第 1 号に次のように加える。 

オ 2 面以上の断面図（縮尺、軒及びひさしの出並びに軒の高さ及び建

築物の高さを明示すること。） 



カ 敷地面積求積図（面積の求積に必要な敷地の寸法及び算式を明示す

ること。） 

キ 建築面積及び床面積求積図（各面積の求積に必要な建築物の各部分

の寸法及び算式を明示すること。） 

第 12 条第 1 項第 2 号ア中「アからエ」を「アからオ」に改め、同条第 4 項

中「第 5 条」を「第 5 条第 1 項」に、「これらの規定中「建築主事」」を「第

3 条第 1 項中「建築主事又は建築副主事（以下「建築主事等」という。）」と

あり、同条第 2 項及び第 4 条第 1 項中「建築主事等」とあり、並びに第 5 条

第 1 項中「建築主事等又は確認済証を交付した指定確認検査機関」」に改める。 

第 16 条の 2 第 1 項第 1 号イ中「土地の高低」の次に「、敷地に接する道路

（位置、種類、延長及び幅員並びに敷地の道路に接する部分及びその長さを

含む。）」を加え、「接道の長さ及び幅員、空地にあっては寸法及び面積」を「位

置、延長及び幅員」に改め、同号に次のように加える。 

オ 敷地面積求積図（面積の求積に必要な敷地の寸法及び算式を明示す

ること。） 

カ 建築面積及び床面積求積図（各面積の求積に必要な建築物の各部分

の寸法及び算式を明示すること。） 

第 16 条の 2 第 1 項第 2 号イ中「及び幅員」を「、種類、延長及び幅員並び

に敷地の道路に接する部分及びその長さ」に改め、同号に次のように加える。 

エ 敷地面積求積図（面積の求積に必要な敷地の寸法及び算式を明示す

ること。） 

オ 建築面積及び床面積求積図（各面積の求積に必要な建築物の各部分

の寸法及び算式を明示すること。） 

第 16 条の 2 第 5 項中「第 5 条」を「第 5 条第 1 項」に、「これらの規定中

「建築主事」」を「第 3 条第 1 項中「建築主事又は建築副主事（以下「建築主

事等」という。）」とあり、同条第 2 項及び第 4 条第 1 項中「建築主事等」と

あり、並びに第 5 条第 1 項中「建築主事等又は確認済証を交付した指定確認

検査機関」」に改め、同条の次に次の 1 条を加える。 

（大規模の修繕又は大規模の模様替の認定申請に係る添付図書） 

第 16 条の 3 政令第 137 条の 12 第 6 項又は第 7 項の規定による認定を申請

する場合にあっては、省令第 10 条の 4 の 2 第 1 項に規定する特定行政庁

が規則で定める図書は、次のとおりとする。 

⑴ 付近見取図（方位、道路及び目標となる地物を明示すること。） 

⑵ 配置図（縮尺、方位、敷地境界線、敷地内における建築物の用途、延



べ面積、位置、構造、出入口の位置及び各部分の高さ、申請に係る建築

物と他の建築物との別、擁壁の位置、土地の高低、敷地に接する道路（位

置、種類、延長及び幅員並びに敷地の道路に接する部分及びその長さを

含む。）並びに敷地の周囲の道、通路その他空地の配置（道及び通路にあ

っては位置、延長及び幅員）を明示すること。） 

⑶ 各階平面図（縮尺、方位、間取、各室の用途、開口部及び防火戸の位

置並びに延焼のおそれのある部分の外壁の構造を明示すること。） 

⑷ 2 面以上の立面図（縮尺、開口部の位置及び構造並びに延焼のおそれ

のある部分の外壁及び軒裏の構造を明示すること。） 

⑸ 2 面以上の断面図（縮尺、軒及びひさしの出並びに軒の高さ及び建築

物の高さを明示すること。） 

⑹ 敷地面積求積図（面積の求積に必要な敷地の寸法及び算式を明示する

こと。） 

⑺ 建築面積及び床面積求積図（各面積の求積に必要な建築物の各部分の

寸法及び算式を明示すること。） 

2  市長は、特に必要があると認めるときは、前項に規定する図書のほか、

他の図書の提出を求めることができる。 

第 17 条中「建築主事」を「建築主事等」に改める。 

様式第 1 号及び様式第 2 号中「建築主事」の次に「又は建築副主事」を加

える。 

様式第 3 号中 

改める。 

様式第 4 号から様式第 4 号の 3 までの規定中 

「   

を  建築主事     様  

  」 

「   

に改める。 
 建築主事又は建築副主事 

指定確認検査機関        様 

 

  」 

「   

を 

「   

に 
 （建築主事）   （建築主事又は建築副主事） 

（指定確認検査機関） 

 

  」   」 



様式第 5 号を次のように改める。 

 

 

様式第 6 号の 2 中「この申請の道路は」を「以下の申請道路について、建

築基準法第 42 条第 1 項第 5 号の規定により」に、「から」を「ので」に改め

る。 

様式第 7 号の 2 中 

「   

を  注 ※印欄は、記入しないでください。  

  」 

「   

に 

 注 1  ※印欄は、記入しないでください。 

2  13 欄中「ウ 敷地の周長」は、島根県建築基準法施行条例

別表第 2 第 1 号に掲げる建築物の場合に記入してください。 

 

  」 

改める。 

様式第 8 号中「（第 16 条関係）」を「（第 17 条関係）」に、 

改める。 

附 則 

この規則は令和 7 年 4 月 1 日から施行する。ただし、第 6 条に 1 項を加え

る改正規定は、同年 7 月 1 日から施行する。 

 

 

「   

を 

「   

に  （建築主事）   （建築主事又は建築副主事）  

  」   」 



様式第 5 号（第 8 条関係） 
 

工事監理状況報告書・ 
省エネ基準工事監理状況報告書 

年  月  日 
建築主事又は建築副主事 
指定確認検査機関        様 

 
工事監理者 住所 

氏名 
(   )建築士   (  )登録第   号 

(   )建築士事務所(  )登録第   号 
電話(    )   ― 

 
次のとおり工事監理状況を報告します。 
この報告書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

1 建 築 主 の 住 所 氏 名  

2 建築物の名称及び所在地  

3 工 事 施 工 者 の 住 所 氏 名  

4 建 築 物 の 用 途 及 び 構 造  

5 確 認 年 月 日 及 び 番 号 年  月  日  第    号 

6 
省 エ ネ 適 合 判 定 
年 月 日 及 び 番 号 

年  月  日  第    号 

7 工 事 完 了 年 月 日 年  月  日 

8 
委 託 を 受 け た 
工 事 監 理 の 期 間 

 

9 
第 8 条 各 号 に 掲 げ る 
工 事 の 工 事 監 理 の 状 況 

別紙 1 のとおり 

10 
省 エ ネ 基 準 工 事 の 
工 事 監 理 の 状 況 

別紙 2 のとおり 

※
受
付
欄 

 ※
決
裁
欄 

 ※
処
理
欄 

 

注 1  ※印欄は、記入しないでください。 
2  工事監理者が 2 人以上のときは、報告者は、代表となる工事監理

者としてください。 
3  欄内に記入しきれないときは、別紙（任意の様式）に記入して添

付してください。 
4  工事監理を委託せずに建築主自ら行う場合は、8 欄は、工事監理

を行った期間を記入してください。 

5  10 欄は、評価した方法に係る別紙 2（仕様・計算併用法の場合に
あっては、仕様基準及び標準計算の両方）を添付してください（建
築主事又は建築副主事に提出する場合に限る。）。  



別紙 1 

工事の内容  

確認年月日 年 月 日 
確認を行った
工事監理者の
資格及び氏名 

（  ）建築士（  ） 
登録第  号 

確 認 事 項  

工事監理者が確認している状況を示す写真 

 

工事の内容  

確認年月日 年 月 日 
確認を行った
工事監理者の
資格及び氏名 

（  ）建築士（  ） 
登録第  号 

確 認 事 項  

工事監理者が確認している状況を示す写真 

 

注 工事監理者が写っている写真を添付してください。  



別紙 2 
 

省エネ基準工事監理報告書（仕様基準） 
 

以下の項目について、申請図書のとおり施工されたことを報告します。 

項目 報告事項 
照合を行った

設計図書 
確認方法 確認結果 

外皮 

断熱材の仕様、設置状

況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

構造熱橋部の断熱補強

の仕様、範囲（鉄筋コン

クリート造の場合） 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

窓の仕様、設置状況（付

属部材や庇の設置状況

を含む。） 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

暖房

設備 

暖房方式  
Ａ・Ｂ・Ｃ 

・ 
・ 

適・不適 

暖房設備の仕様、設置

状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

冷房

設備 

冷房方式  
Ａ・Ｂ・Ｃ 

・ 
・ 

適・不適 

冷房設備の仕様、設置

状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

換気

設備 

換気設備の仕様、設置

状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

照明

設備 

非居室の照明設備の仕

様、設置状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

給湯

設備 

給湯設備の仕様、設置

状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

注 1  本様式は、「住宅仕様基準（誘導基準を含む。）」により建築物エネ

ルギー消費性能基準への適合性を確認した住宅に係る工事監理を対

象としています。 

2  計算対象となる設備等がない場合は、当該設備等に係る項目の記

入は不要です。 

3  「照合を行った設計図書」の欄は、建築物のエネルギー消費性能の

向上等に関する法律施行規則（平成 28 年国土交通省令第 5 号）第 3

条第 1 項に規定する図書等のうち、工事監理で照合を行った図書を

記入してください。 

4  「確認方法」の欄は、Ａ・Ｂ・Ｃのうち、該当するものを○で囲ん

でください。Ｃに該当する場合は、確認に用いた具体的な書類を記入

してください。 

Ａ：目視による立会確認 

Ｂ：計測等による立会確認 

Ｃ：施工計画書等・試験成績書等による確認   



別紙 2 
 

省エネ基準工事監理報告書（標準計算） 

 

以下の項目について、申請図書のとおり施工されたことを報告します。 

項目 報告事項 
照合を行った

設計図書 
確認方法 確認結果 

基本情

報 

建て方、居室の構成

等 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

床面積等（主たる居

室、その他の居室、床

面積合計、吹抜け等） 

 
Ａ・Ｂ・Ｃ 

・ 
・ 

適・不適 

外皮 

熱 的 境 界 と な る 部

位、面積 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

熱的境界となる屋根、

外壁等の部位の仕様、

熱貫流率 

 
Ａ・Ｂ・Ｃ 

・ 
・ 

適・不適 

窓の仕様、設置状況（付

属部材や庇の設置状況

を含む。） 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

構造熱橋部の断熱補強

の仕様、範囲（鉄筋コン

クリート造の場合） 

 
Ａ・Ｂ・Ｃ 

・ 
・ 

適・不適 

基礎断熱部の基礎の

形状、範囲等 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

暖房設

備 

暖房方式、暖房設備

機器の種類 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

暖 房 設 備 機 器 の 仕

様、性能 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

暖房設備等の設置状

況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

冷房設

備 

冷房方式、冷房設備

機器の種類 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

冷 房 設 備 機 器 の 仕

様、性能 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

冷房設備等の設置状

況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

換気設

備 

換気方式、換気設備

の仕様、性能 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

換気設備等の設置状

況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

照明設

備 

主たる居室、その他居

室、非居室の照明設備

の種類、制御等の設置

状況 

 
Ａ・Ｂ・Ｃ 

・ 
・ 

適・不適 



給湯設

備 

給湯設備の有無、熱

源機の種類 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

給 湯 設 備 機 器 の 仕

様、性能 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

ふろ機能、給湯配管、

水栓、浴槽の仕様等 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

太陽光

発電整

備 

パワーコンディショ

ナの定格負荷効率 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

太陽電池アレイの種

類、容量 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

パネルの設置状況  
Ａ・Ｂ・Ｃ 

・ 
・ 

適・不適 

太陽熱 

利用設

備 

太陽熱利用設備の種

類 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

液体集熱式太陽熱利

用設備の種類、品番 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

液体集熱式太陽熱利

用設備及び集熱部の

設置状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

空気集熱式太陽熱利

用設備の仕様、性能 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

空気集熱式太陽熱利

用設備及び集熱部の

設置状況 

 
Ａ・Ｂ・Ｃ 

・ 
・ 

適・不適 

コージ

ェネレ

ーショ

ン設備 

コージェネレーショ

ン機器の品番、種類 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

逆潮流の有無  
Ａ・Ｂ・Ｃ 

・ 
・ 

適・不適 

注 1  本様式は、「標準計算法（誘導基準を含む。）」により建築物エネル

ギー消費性能基準への適合性を確認した住宅に係る工事監理を対象

としています。 

2  計算対象となる設備等がない場合は、当該設備等に係る項目の記

入は不要です。 

3  「照合を行った設計図書」の欄は、建築物のエネルギー消費性能の

向上等に関する法律施行規則（平成 28 年国土交通省令第 5 号）第 3

条第 1 項に規定する図書等のうち、工事監理で照合を行った図書を

記入してください。 

4  「確認方法」の欄は、Ａ・Ｂ・Ｃのうち、該当するものを○で囲ん

でください。Ｃに該当する場合は、確認に用いた具体的な書類を記入

してください。 

Ａ：目視による立会確認 

Ｂ：計測等による立会確認 

Ｃ：施工計画書等・試験成績書等による確認 

 

  



別紙 2 
 

省エネ基準工事監理報告書（モデル建物法（小規模版）） 

 

以下の項目について、申請図書のとおり施工されたことを報告します。 

項目 報告事項 
照合を行った

設計図書 
確認方法 確認結果 

外皮 

外皮、屋根の断熱仕様、

設置状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

窓の仕様、設置状況（ブ

ラインド及び庇の有無

を含む。） 

 
Ａ・Ｂ・Ｃ 

・ 
・ 

適・不適 

空気

調和

設備 

熱源機器の種類、台数、

設置状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

全熱交換器の仕様、設

置状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

全熱交換器の自動換気

切替機能の設置状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

予熱時外気取り入れ停

止制御の設置状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

換気

設備 

建物用途に応じた室の

換気設備の仕様、設置

状況 

 
Ａ・Ｂ・Ｃ 

・ 
・ 

適・不適 

逆風量制御の設置状況  
Ａ・Ｂ・Ｃ 

・ 
・ 

適・不適 

照明

設備 

建物用途に応じた室の

照明器具の仕様、設置

状況 

 
Ａ・Ｂ・Ｃ 

・ 
・ 

適・不適 

省エネ制御等の設置状

況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

給湯

設備 

建物用途に応じた使用

用途の熱源機 器の 種

類、仕様、設置状況 

 
Ａ・Ｂ・Ｃ 

・ 
・ 

適・不適 

給湯配管の保 温の 仕

様、設置状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

節湯器具の種類、設置

状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

太陽

光発

電設

備 

太陽光発電の仕様、設

置状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 



注 1  本様式は、「モデル建物法（小規模版）（誘導基準を含む。）」により

建築物エネルギー消費性能基準への適合性を確認した建築物に係る工

事監理を対象としています。 

2  計算対象となる設備等がない場合は、当該設備等に係る項目の記入

は不要です。 

3  「照合を行った設計図書」の欄は、建築物のエネルギー消費性能の

向上等に関する法律施行規則（平成 28 年国土交通省令第 5 号）第 3

条第 1 項に規定する図書等のうち、工事監理で照合を行った図書を記

入してください。 

4  「確認方法」の欄は、Ａ・Ｂ・Ｃのうち、該当するものを○で囲ん

でください。Ｃに該当する場合は、確認に用いた具体的な書類を記入

してください。 

Ａ：目視による立会確認 

Ｂ：計測等による立会確認 

Ｃ：施工計画書等・試験成績書等による確認 

 

  



別紙 2 
 

省エネ基準工事監理報告書（モデル建物法） 

 

以下の項目について、申請図書のとおり施工されたことを報告します。 

項目 報告事項 
照合を行った

設計図書 
確認方法 確認結果 

外皮 

断熱材仕様、設置状況  
Ａ・Ｂ・Ｃ 

・ 
・ 

適・不適 

窓の仕様、設置状況（ブ

ラインドボックス及び

庇の設置状況を含む。） 

 
Ａ・Ｂ・Ｃ 

・ 
・ 

適・不適 

空気

調和

設備 

熱源機器の仕様、設置

状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

全熱交換器の仕様、設

置状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

全熱交換器の自動切替

機能の設置状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

予熱時外気取り入れ停

止制御の設置状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

二次ポンプの変流量制

御の設置状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

空調機ファンの変風量

制御の設置状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

換気

設備 

換気設備の仕様、設置

状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

逆風量制御の設置状況  
Ａ・Ｂ・Ｃ 

・ 
・ 

適・不適 

照明

設備 

建物用途に応じた室の

照明器具の仕様、設置

状況 

 
Ａ・Ｂ・Ｃ 

・ 
・ 

適・不適 

各種制御の設置状況 

【在室検知制御・明る

さ制御・タイムスケジ

ュール制御・初期照度

補正制御】 

 
Ａ・Ｂ・Ｃ 

・ 
・ 

適・不適 

給湯

設備 

建物用途に応じた使用

用途の熱源機 器の 仕

様、設置状況 

 
Ａ・Ｂ・Ｃ 

・ 
・ 

適・不適 

給湯配管の保 温の 仕

様、設置状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

節湯器具の種類、設置

状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 



昇降

機設

備 

昇降機の仕様、設置状

況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

太陽

光発

電設

備 

太陽光発電の仕様、設

置状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

コー

ジェ

ネレ

ーシ

ョン

設備 

コージェネレーション

設備の仕様、設置状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

注 1  本様式は、「モデル建物法（誘導基準を含む。）」により建築物エネ

ルギー消費性能基準への適合性を確認した建築物に係る工事監理を

対象としています。 

2  計算対象となる設備等がない場合は、当該設備等に係る項目の記

入は不要です。 

3  「照合を行った設計図書」の欄は、建築物のエネルギー消費性能の

向上等に関する法律施行規則（平成 28 年国土交通省令第 5 号）第 3

条第 1 項に規定する図書等のうち、工事監理で照合を行った図書を

記入してください。 

4  「確認方法」の欄は、Ａ・Ｂ・Ｃのうち、該当するものを○で囲ん

でください。Ｃに該当する場合は、確認に用いた具体的な書類を記入

してください。 

Ａ：目視による立会確認 

Ｂ：計測等による立会確認 

Ｃ：施工計画書等・試験成績書等による確認 

 

  



別紙 2 
 

省エネ基準工事監理報告書（標準入力法） 

 

以下の項目について、申請図書のとおり施工されたことを報告します。 

項目 報告事項 
照合を行った

設計図書 
確認方法 確認結果 

外皮 

外壁等を構成している

建材、塗料等の仕様、

設置状況 

 
Ａ・Ｂ・Ｃ 

・ 
・ 

適・不適 

窓の仕様、設置状況（ブ

ラインドボックス及び

庇の設置状況を含む。） 

 
Ａ・Ｂ・Ｃ 

・ 
・ 

適・不適 

空気

調和

設備 

熱源機器の仕様、設置

状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

冷暖同時供給の有無  
Ａ・Ｂ・Ｃ 

・ 
・ 

適・不適 

熱源機器に係る台数制

御の設置状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

蓄熱システムの仕様、

設置状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

二次ポンプの仕様（流

量制御方式を含む。）、

設置状況 

 
Ａ・Ｂ・Ｃ 

・ 
・ 

適・不適 

二次ポンプの変流量制

御の設置状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

二次ポンプに係る台数

制御の設置状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

空調機の仕様、設置状

況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

空調機ファンの変風量

制御の設置状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

予熱時外気取り入れ停

止制御の設置状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

外気冷房制御の有無  
Ａ・Ｂ・Ｃ 

・ 
・ 

適・不適 

全熱交換器の仕様、設

置状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

全熱交換器の自動切換

機能の設置状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 



換気

設備 

換気設備（換気代替空

調機を含む。）の仕様、

設置状況 

 
Ａ・Ｂ・Ｃ 

・ 
・ 

適・不適 

換気設備に係る各種制

御（換気代替空調機を

含む。）の設置状況 

 
Ａ・Ｂ・Ｃ 

・ 
・ 

適・不適 

照明

設備 

照明器具の消費電力、

台数及び取付状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

各種制御の設置状況 

【在室検知制御・明る

さ検知制御・タイムス

ケジュール制御・初期

照度補正制御】 

 
Ａ・Ｂ・Ｃ 

・ 
・ 

適・不適 

給湯

設備 

熱源機器の仕様、設置

状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

給湯配管の保 温の 仕

様、設置状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

節湯器具の仕様、設置

状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

太陽熱利用設 備の 仕

様、設置状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

昇降機

設備 

昇降機の仕様、設置状

況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

太陽光

発電整

備 

太陽光発電の仕様、設

置状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

パワーコンディショナ

の仕様、設置状況 
 

Ａ・Ｂ・Ｃ 
・ 
・ 

適・不適 

コージ
ェネレ
ーショ
ン設備 

コージェネレーション

設備の仕様、排熱利用

先 

 
Ａ・Ｂ・Ｃ 

・ 
・ 

適・不適 

注 1  本様式は、「標準入力法（誘導基準を含む。）」により建築物エネル
ギー消費性能基準への適合性を確認した建築物に係る工事監理を対
象としています。 

2  計算対象となる設備等がない場合は、当該設備等に係る項目の記
入は不要です。 

3  「照合を行った設計図書」の欄は、建築物のエネルギー消費性能の
向上等に関する法律施行規則（平成 28 年国土交通省令第 5 号）第 3
条第 1 項に規定する図書等のうち、工事監理で照合を行った図書を
記入してください。 

4  「確認方法」の欄は、Ａ・Ｂ・Ｃのうち、該当するものを○で囲ん
でください。Ｃに該当する場合は、確認に用いた具体的な書類を記入
してください。 
Ａ：目視による立会確認 
Ｂ：計測等による立会確認 
Ｃ：施工計画書等・試験成績書等による確認  


